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第1章 緒論 
 
1-1 研究背景 
イメージング技術は電気電子工学、機械工学、化学分野などの工学分野において、その
重要性から発展してきた。近年では生物学や医学分野、地学分野など多くの分野において
イメージング技術が使われており、極めて重要な技術とされている。医学分野においては
超音波診断装置、地学分野においては小型衛星によるリモートセンシング等に応用されて
いる。これらのさらなる発展には正確かつ、より微小空間が識別可能な解像度が求められ
る。 
イメージングを行う際、重要なキーワードとなるのが分解能である。これは 2 つの対象
を 2 つと識別できる能力であり、時間分解能や空間分解能、周波数分解能などがあげられ
るが、イメージング技術においては主に空間分解能が対応する。 
イメージング技術において物体の表面や反射係数分布を計測する際、センシング波とな
る電磁波、超音波を発することにより、計測対象からの反射波を得る。この時、反射応答
（遅延時間や反射強度、位相変化など）を得ることにより反射分布を数値化やイメージン
グ化を行う。しかし、イメージングを行う際 2 つの計測対象の距離が近い場合、これらを
分離できずに 1 つの大きな物体のように見える。これは 2 物体の空間的距離に比べてセン
サの分解能が大きくなっていることを示している。 
現行のイメージングの手法は、電子線による近接的な手法（走査型電子顕微鏡など）と
伝搬する波動を用いる遠隔的な手法（超音波、光、電磁波などのセンシング波によるイメ
ージングなど）に大別することができる。前者は使用する探針の物理的なサイズ、後者は
波源の点広がり関数のサイズが空間的な分解能を決定している。 
現在使用されているコヒーレントな波動を用いたアクティブな計測システムは、後者に
該当する。そのため、センサの有する Point Spread Function（PSF）の影響を受けることにな
り、通常得られる画像イメージングのデータ 𝑔0(𝑥𝑖) は以下の式によって表すことができる。 
𝑔0̇(𝑥𝑖) = ∬ 𝑤psf (𝑥𝑖 − 𝑥)?̇?(𝑥)𝑑𝑥        (1-1) 
ここで、 𝑤psf はセンサの PSF であり、 ?̇?(𝑥) は反射係数分布である。 
この式はたたみ込み演算であり、Fig.1-1 のように通常得られる画像イメージングのデー
タが、波数領域において、未知の反射係数分布にセンサの持つ PSF を掛け合わせることで
得られることがわかる。 
現状のセンサを用いる計測システムにおいては、センサの PSF によって取得できる波数
領域の情報には制限があり、高い波数領域の情報を取得することはできない。これにより、
空間分解能の向上には限界がある。現在、分解能を向上させる方法としては Multiple Signal 
Clasification（MUSIC）法などの信号処理的な手法が一般的となるが、この手法においても
実用的には 2 倍程度の向上が限界となっている。 
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そこで本論文では、信号処理的手法ではなく、ハードとソフトを組み合わせた手法による
分解能の向上に着目する。その手法として加振ドップラ計測による手法を用いた空間分解
能向上法について、その理論の実験的な検討を行う。 
 
 
 
Fig.1-1 画像イメージングによる波数領域での情報取得イメージ 
 
 
1-2 研究目的 
本研究の目的は、加振ドップラ計測による加振波の空間変調理論を、実験にて検証し、加
振ドップラ法の際に用いられるドップラ成分を応用することにある。 
先行研究では寒天ファントムを用いて加振波の波長と波数空間のシフトの関係性を示し、
加振周波数に応じた波数スペクトルのシフトが起こることを確認し、また、加振ドップラ法
によって、波数帯域を拡張することで空間分解能向上の実現が可能となった。この方法の課
題として挙げられるのが、加振ドップラ計測時の S/N 比の改善と、加振時の初期位相項の
取扱いなっている。 
先行研究ではネットワークアナライザによって計測を行っていたが、出力信号のノイズ
が大きく加振計測における S/N 比の確保が出来なかったため、本論文においては、比較的
送信ノイズの低い発信器と ADC を用いて新たな計測システムで実験を行う。また、先行研
究の課題の１つとしてあげられた、超解像イメージングにおける初期位相項について定式
化を行い、初期位相によらない超解像アルゴリズムの手法を実験的に検討する。 
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第 2章 加振ドップラ計測の原理 
本章では加振ドップラ計測による反射係数分布の空間変調の基本原理とともに、それに
よって可能となる空間分解能向上の基本原理について述べる。 
 
2-1 加振ドップラ計測による反射係数分布 
計測対象に加振を行うと、計測対象が変動を起こす。本論文では、計測対象の変動に伴っ
てセンシング波の伝搬距離が変化することに着目する。計測対象の加振波による変動ξは
以下の式で表すこととする。 
𝜉(𝑡, 𝑥) = 𝛿𝑠𝑖𝑛(2𝜋𝑓𝑣𝑡 − 𝑘𝑣𝑥 + 𝜑)                      (2-1) 
𝛿：振動振幅   𝑓𝑣：加振波周波数   𝑘𝑣：加振波数     𝜑：初期位相 
とする。 
加振波は正弦波で表現することができるが、送信波形の位相だけでなく、加振点の位置の
ずれ等により、時刻 t=0 x=0 の際必ずしも 𝜉(0,0) は 0 とみなせない場合がある。その分位
相のズレが生じるため、式（2-1）に初期位相項 𝜑 とおいている。 
送信センサから受信センサへ計測対象表面からの伝搬距離は、一様な表面の計測の際は変
化することがない。加振を行うと計測対象表面が変動するため、センシング波の伝搬距離は
変化する。その変化は加振周波数に依存するものとなる。加振よっておこるセンシング波の
伝搬距離の変化は、取得する反射係数分布の位相変調としてとらえることができ、その位相
変調は、以下の式で表すことができる。 
𝛾′(𝑥) = ?̇?(𝑥)𝑒𝑥𝑝 {−2𝑗𝑘𝑢𝜉(𝑡, 𝑥)}                                             (2-2) 
この式において、反射係数分布𝛾′は加振による変動 ξ によって位相変調を受けた反射係数
分布とみなすことができる。すなわち、加振ドップラ計測をすることで、加振周波数に応じ
た空間変調を受けた信号を取得することが可能となる。 
 
2-2 加振ドップラ法によるイメージング 
前項にて、加振ドップラ計測によって変調信号を取得できることを示したが、本項ではそ
の変調信号から得られる画像について述べる。 
加振ドップラ計測では、加振による変調を受けた反射係数分布を取得することができるた
めに、実際に得られる画像は以下の式のように表すことができる。 
?̇?(𝑡, 𝑥𝑖) = ∫ 𝑤psf (𝑥𝑖 − 𝑥)?̇?
′(𝑥)𝑑𝑥                             (2-3) 
この式において、ベッセル関数 
ex𝑝(𝑗𝑞 sin 𝜃) = ∑ 𝐽𝑚(𝑞)exp (𝑗𝑚𝜃)
∞
𝑚=−∞                                       (2-4) 
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によって展開を行うと、 
?̇?(𝑡, 𝑥𝑖) =
1
2𝑗
∫ 𝑤psf(𝑥𝑖 − 𝑥)?̇? (𝑥) exp(−𝑗𝑘𝑢ℎ)  × [𝐽0(−2𝑘𝑢𝛿) + 𝑗𝐽1(−2𝑘𝑢𝛿) exp{𝑗(2𝜋𝑓𝑡 −
𝑘′𝑥)} − 𝑗𝐽1(−2𝑘𝑢𝛿) exp{−𝑗(2𝜋𝑓𝑡 − 𝑘
′𝑥)} + ⋯ 𝑑𝑥               (2-5) 
数式上において、超音波の波長 𝑘𝑢 と加振による振動振幅 𝛿 の積である 𝑘𝑢𝛿 を十分に小
さいと仮定すると、以下のように近似することができる。 
𝐽0(−2𝑘𝑢𝛿) ≅ 1                            （2-6） 
𝐽|𝑛|>1(2𝑘𝑢𝛿) ≪ 𝐽1(2𝑘𝑢𝛿) = 𝑘𝑢𝛿                                            （2-7） 
取り出したい周波数成分をかけて、その周期で積分を行うと、そのドップラ周波数における
複素振幅が得られ、 𝑥 でフーリエ変換をすることによって得られる画像は、以下の式で表
すことができる。 
?̇?±ｆ(𝑥𝑖) ≅ ∓𝑘𝛿𝑒
±𝑗𝜑 ∫ 𝑤psf (𝑥𝑖 − 𝑥)?̇?(𝑥)exp {−2𝑗𝑘v𝑥}𝑑𝑥                       (2-8) 
この画像信号は、反射係数分布が加振波で空間的に変調を受け、その反射係数分布に通常と
同様の PSF がたたみ込まれることと等価である。空間領域での、ある波数の正弦波の乗算
は、波数スペクトル領域での波数シフトになるため、通常時の静的画像スペクトルの加振波
数だけシフトした波数スペクトルを取得したものと等価になる。 
次に空間変調による反射係数分布の波数スペクトル上での変化を見る。波数領域での画
像スペクトルの式は以下のようになる。 
𝐺0 = 𝑊(𝑘𝑥)?̇?(𝑘𝑥)                                                       (2-9) 
𝐺±𝑓𝑣 = ∓𝑘𝛿𝑒
±𝑗𝜑𝑊(𝑘𝑥)?̇?(𝑘𝑥 ± 𝑘𝑣)                                          (2-10) 
この式（2-9）直流時（無加振時）における波数スペクトルを Fig.2-1 に、加振時における
波数スペクトルの空間変調のイラストを Fig.2-2 として示す。 
 
     
            Fig.2-1 静的画像スペクトル 
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       Fig.2-2 加振ドップラによるスペクトルの空間変調 
 
加振をせずに取得できる静的画像スペクトルは Fig.2-3 に、加振ドップラによって得られ
る波数スペクトルのイラスト図は Fig.2-4 になる。加振ドップラ計測を行うことで取得でき
る空間変調のかかったスペクトルは、静的画像スペクトルを波数領域でシフトを行い、PSF
を掛け合わせたものになる。 
 
 
      
          Fig.2-3 静的画像スペクトル 
 
 7 
 
         
         Fig.2-4  加振ドップラによるスペクトルの空間変調   
 
  
2-3 空間分解能の向上 
本項ではまず取得した加振ドップラ信号から空間分解能を向上させる原理を示す。 
本手法の基本アイディアは加振ドップラ計測により取得した波数スペクトルと、静的画
像の波数スペクトルの重ね合わせを行うことによって帯域の拡張を可能とする。スペクト
ルの重ね合わせを行う上では、加振ドップラ計測によって得られるスペクトルに対しては、
振幅補正と復調を考慮する必要がある。 
加振ドップラ計測によって得られるスペクトルの振幅は本章 2 項で示したように、計測
周波数と加振波による変動振幅 𝑘𝛿 が乗ぜられたものとなる。したがって、静的画像スペ
クトルと重ね合わせる際には、その逆数を掛け合わせる振幅の補正を行う。 
また、波数領域でシフトを行った波数スペクトルは、シフト後に波数領域の原点付近で
PSFを掛け合わせたスペクトルであることから、取得した画像の波数スペクトルを波数領域
で逆シフト（復調）し、元の波数帯域に対応した位置に戻す操作を行う。 
振幅の補正と復調、重ね合わせは以下の式であらわすことができる。 
𝐺 = 𝐺0 +
𝐺−𝑓𝑣
𝑘𝛿𝑒−𝑗𝑘𝑣𝑥𝑒𝑗𝜑
+
𝐺+𝑓𝑣
−𝑘𝛿𝑒𝑗𝑘𝑣𝑥𝑒−𝑗𝜑
                                          (2-11) 
𝐺 = 𝛤(𝑘𝑥) × 𝑊synth(𝑘𝑥)                                                  (2-12) 
𝑊𝑠𝑦𝑛𝑡ℎ(𝑘𝑥) = 𝑊(𝑘𝑥) + 𝑊(𝑘𝑥 + 𝑘𝑣) + 𝑊(𝑘𝑥 − 𝑘𝑣)                            (2-13) 
以上の式が波数合成を表す式だが、波数スペクトルにおけるイラスト図は Fig.2-5,2-6 のよ
うになる。 
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           Fig.2-5 重ねあわせによる帯域の拡張 
 
   
 
Fig.2-6 合成された帯域 
 
Fig.2-7、Fig.2-8 における比較のように、波数領域での帯域を広げることは、空間領域での
分解能を小さくすることと等価である。これは波数領域での帯域幅の逆数によって空間領
域の分解能が定まるからである。 
1
∆𝑘
= 𝛿𝑥                     （2-14） 
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Fig.2-7 通常時の帯域幅と分解能         
 
        
Fig.2-8 加振時の帯域幅と分解能 
 
すなわち、本理論を用いて波数領域の帯域を拡張することで空間分解能の向上を実現す
ることができるようになる。 
本理論は、計測に使用するセンシング波の種類にかかわらず適用することが可能であり、
コヒーレント波を用いたアクティブな計測系すべてにおいて成立する。 
 
2-4 空間領域における加振ドップラ計測の意義と効果 
前項までは加振ドップラ計測における空間分解能向上理論について、波数スペクトルの
拡張の観点から述べたが、本項では空間領域における加振ドップラ計測の効果と空間分解
能を向上理論について述べる。 
 分解能を向上させるためには、開口を物理的に広げ、SAR 技術としてセンサを動かして
等価的に開口を広げるなどセンサに対する手法と、ISAR（Inverse Synthetic Aperture Rader ）
技術と呼ばれるセンサではなく対象を動かすことで空間分解能を向上させる手法がある。
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加振ドップラ計測では対象を加振した状態で、その加振波の伝播方向にスキャンを行うも
のである。そのため、従来法が SAR 技術的な側面を強く持つことに対して、加振ドップラ
計測は ISAR 技術的な側面を持つ計測手法であるといえる。 
ISAR イメージング原理について以下に述べる。仮に、Fig.2-9 に示すようにレーダにより
直線的に動く物標をトラッキングすることを考える。 
 
 
Fig.2-9 仮定した条件のイメージ 
 
レーダは物標の移動とともに回転するが、物標は複数の散乱点から構成されているとす
ると、レーダから見れば、物標のトラッキングにおける位相中心点の周りで計測対象の散乱
点が相対的に回転することと等価になる。このときのイメージを Fig.2-10 に示す。 
 
 
Fig.2-10 散乱点の相対的回転イメージ 
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 散乱点の回転により散乱点の位相中心から見たレーダ方向への相対パス L は n 番目の
散乱点に対して(2-15)式のように表される。 
L = −2𝐴𝑛sin (𝜔𝑡 + 𝜃𝑛)                                                (2-15) 
𝐴𝑛, 𝜃𝑛：𝑛 番目の散乱点の半径および初期位相、𝜔：単位時間当たりの物標の回転角 
レーダの電波の波長をλとするとレーダの位相は物標の回転により 
2𝜋𝐿
𝜆
 のように変化する。
したがって、レーダ応答 s は反射係数を１とすると以下のように表される。 
?̇? = ∑ 𝑒
𝑗
4𝜋𝐴𝑛sin (𝜔𝑡+𝜃𝑛)
λ𝑁
𝑛=0                                           (2-16) 
散乱体の位置を推定するには 𝐴𝑛 ,  𝜃𝑛 がわかればよいので、仮想的に決めた半径 r、位相φ
から得られる仮想レーダ応答との相関を取ることにより、(2-17)式の最大点を探索すること
により位置の推定が可能となる。 
𝑅(𝑟, 𝜑) = ∫ ?̇?𝑒𝑒
𝑗
4𝜋𝑟sin (𝜔𝑡+𝜑)
λ𝑡𝑚𝑎𝑥
0
𝑑𝑡                                    (2-17) 
これが ISAR によるイメージングの原理である。  
この計測を固定物体のイメージングに応用するには、センサを動かすことなく、対象を
様々な角度から計測すること、すなわち、対象を傾かせることが必要である。 
一方、計測対象を加振し、そのドップラ周波数における応答を計測する加振ドップラ計測
は、計測対象を傾けることと等価な計測が可能である。センシング波の伝播方向に直交する
方向に加振波を伝播させると、その波長を空間周期とする正弦振動が起こり、その振動によ
りセンシング波の位相が変調を受ける。その反射応答を空間的に加振波の方向にスキャン
しながら計測すれば、加振波１波長でその反射応答の位相が１回転する。これはセンシング
波の対象となる物標が加振波１波長に対しセンシング波の方向に半波長のパスの変化を起
こしたことと等価になる。すなわち、加振ドップラ計測により、物標は atan (センシング波
の半波長÷加振波の波長)だけ傾くこととなる。すなわち、加振ドップラ計測では通常の計
測によって得られる反射応答に加え、加振によって傾いた状態の反射応答を取得すること
で、(2-17)式に示すように加振周波数で相関を取っているために空間分解能が向上するので
ある。 
また、加振波の周波数を高くすれば、傾きを強くすることや、負のドップラ周波数を見る
ことで、逆方向の傾きも再現できる。したがって、複数のドップラ周波数で加振ドップラ計
測を行えば、空間分解能をより向上させることも可能となる。 
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2-5 加振波長と初期位相項の関係 
波数合成をする際、ドップラ成分で得られた信号には振動振幅 𝑘𝛿 と位相項 𝑒𝑗𝜑 が必要と
なる。位相項 e𝑗𝜑 は式（2-1）の加振波の初期位相 𝜑 に依存している。しかし先行研究では
加振点において sin 波で加振を行うが、初期位相 𝜑＝0 にもかかわらず，超解像を行っても
超解像イメージが得られず、異なる位相において最適な超解像が得られるという問題点が
あった。この問題点としては、Fig.2-11 のように実験において(2-1)式での初期位相が φ=0と
みなせないことが原因であると考えられる。 
 
 
Fig.2-11 座標の原点のモデル 
 
そこで、この位相のズレが加振点の微小な位置のズレに起因するという仮説をたてた。加
振点に微小な位置ズレが存在すると(2-18)のような式が得られる。 
 
𝜉(𝑡, 𝑥) = 𝛿𝑠𝑖𝑛{2𝜋𝑓𝑣𝑡 − 𝑘𝑣(𝑥 − 𝑥0)}                                   (2-18) 
 
x 座標の基準 x=0 を計測領域の左端に取ったとすると，(2-18)式のように加振点 𝑥0 で位相
がゼロになるが，実際には加振点の位置を正確に計測するのは困難である。 
しかし加振点がどの位置に存在しても，例えば、計測領域 x=0 で常に位相が 0 となれば
よい。計測領域 x=0、即ち計測開始地点での加振波の位相は計測対象近くの表面のドップラ
計測によって得られ、加振波が平面波であるとすると、計測対象にも同位相の加振波が到来
しているため、Fig.2-12 に示すようにこの位相で計測した位相で計測対象のドップラ成分の
位相を補正することにより、 x=0 で常に位相が 0 となり、仮想的に加振波の初期位相をゼ
ロとみなすことができる。 
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Fig.2-12 位相補正による加振波の位相 
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第 3章 加振ドップラ計測システム 
本章では、加振ドップラ実験のための計測システムについて述べる。本論文では、センシ
ング波として超音波を使用する。これは、コヒーレントな波動の中でも実験の簡易化が可能
なためである。センシング波はコヒーレントな波動であれば超音波に限定せず、本理論が成
り立つ。 
 
3-1 計測システム概要 
加振ドップラ計測を行うにあたり、加振ドップラ計測時の SN 比を確保するため発信器と
AD 変換機を用いた新たな計測システムを採用している。本システムでは発信器の出力波形
（正弦波）を周波数掃引し、加振波と同じ周波数で変調しセンシング波を送信する事で加振
ドップラ計測を行っている。 
 
3-2 ブロックダイアグラム 
本実験に用いる機器のブロックダイアグラムを Fig.3-1 に示す。 
 
 
Fig.3-1 加振ドップラ計測システムにおけるブロックダイアグラム 
 
PC からの制御信号および計測信号などの信号処理は MATLAB を用いている。図におけ
る橙色の枠内の機器は先行研究における計測システムからの変更点である。センシング波
の送信部分をネットワークアナライザから周波数安定発信器に変更することで、ノイズレ
ベルを低下させたため、送信部分にアンプをつけ振幅を増幅させた。また、計測によって
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得られるドップラ周波数成分は、送信用発信器から出力される 90 °位相のずれた信号で直
行検波された後、AD 変換器でサンプリングされ PC に入力される。 
 
3-3 加振ドップラ計測システムの解説 
次に加振ドップラ計測システムの変調や信号処理を、ブロックダイアグラムの簡略化し
た Fig.3-2 を元に解説する。 
 
 
Fig.3-2 システムの簡略図 
 
① 送信用発信器より sin 波と cos 波が周波数 𝑓 でそれぞれ送信され、Power Splitter で分
配される。 
 
② 変調用発信器より出力された sin 波と cos 波で Frequency Mixer より、それぞれ掛け
合わされPower Combiner足し合わされることで送信用発信器の周波数より−𝑓𝑣 変調
された信号が構成される。（イメージングキャンセリングミキサ） 
 
③ 変調された信号はトランスデューサで超音波に変換され、計測対象に向かって送信
される。周波数 𝑓𝑣 で加振された対象によりドップラ効果で、 ±𝑓𝑣 の周波数変調を
受けて反射し、トランスデューサで受信され、信号に変換される。その信号は Power  
Divider で分配される。 
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④ 分配された信号は Frequency Mixer で（①にて Power Splitter より分配された）sin波
とcos波で積算することで 0 の直流成分と 2𝑓𝑣 の変調成分の 2 信号が残る。そこで
LPF で高周波成分 2𝑓𝑣 をカットした後、直流成分のみが AD 変換器でサンプリング
され PC に入力される。 
 
 
3-4 センシング波の変調 
−𝑓𝑣変調時では送信用発信器の出力を𝑠𝑖𝑛(2𝜋𝑓𝑡), 𝑐𝑜𝑠(2𝜋𝑓𝑡) 、変調用発信器の出力を
𝑠𝑖𝑛 (2𝜋𝑓𝑣𝑡), 𝑐𝑜𝑠(2𝜋𝑓𝑣𝑡)とすると、 
 
𝑠𝑖𝑛(2𝜋𝑓𝑡) 𝑠𝑖𝑛(2𝜋𝑓𝑣𝑡) + 𝑐𝑜𝑠(2𝜋𝑓𝑡) 𝑐𝑜𝑠(2𝜋𝑓𝑣𝑡)     
= 𝑐𝑜𝑠(2𝜋(𝑓 − 𝑓𝑣)𝑡)                                                        (3-1) 
 
となり変調がなされる。 
+𝑓𝑣変調時では送信用発信器の出力を  𝑠𝑖𝑛(2𝜋𝑓𝑡), 𝑐𝑜𝑠(2𝜋𝑓𝑡) 、変調用発信器の出力を
𝑐𝑜𝑠 (2𝜋𝑓𝑣𝑡), sin(2𝜋𝑓𝑣𝑡) とすると 
 
𝑠𝑖𝑛(2𝜋𝑓𝑡) 𝑐𝑜𝑠(2𝜋𝑓𝑣𝑡) + 𝑐𝑜𝑠(2𝜋𝑓𝑡) 𝑠𝑖𝑛(2𝜋𝑓𝑣𝑡)    
= 𝑠𝑖𝑛(2𝜋(𝑓 + 𝑓𝑣)𝑡)                                                       (3-2) 
 
更に③では対象を加振することにより式上では掛け合わせと考えることが出来るため加振
部をミキサーと等価として考える。 
 
−𝑓𝑣 変調時では加振用発信器の出力を 𝑠𝑖𝑛(2𝜋𝑓𝑣𝑡) とすると、 
𝑐𝑜𝑠(2𝜋(𝑓 − 𝑓𝑣)𝑡) × 𝑠𝑖𝑛 (2𝜋𝑓𝑣𝑡)                                          
=
1
2
{𝑠𝑖𝑛(2𝜋𝑓𝑡) − 𝑠𝑖𝑛(2𝜋(𝑓 − 2𝑓𝑣)𝑡)}                                       (3-3) 
 
この式は、 +𝑓𝑣 ドップラ成分を持った 𝑠𝑖𝑛(2𝜋𝑓𝑡) と、 −𝑓𝑣ドップラ成分を持った、
𝑠𝑖𝑛(2𝜋(𝑓 − 2𝑓𝑣)𝑡)の 2 信号が得られることを示している。 
次に、送信用発信器から出力されるsin波とcos波でそれぞれ直行検波し高周波成分
𝑠𝑖𝑛(2𝜋(𝑓 − 2𝑓𝑣)𝑡) の信号を減衰させることで、𝑠𝑖𝑛(2𝜋𝑓𝑡) のみを受信でき、+𝑓𝑣ドップラ成
分を得ることが出来る。 
 
+𝑓𝑣変調時では加振用発信器の出力を 𝑠𝑖𝑛(2𝜋𝑓𝑣𝑡) とすると、 
𝑠𝑖𝑛(2𝜋(𝑓 + 𝑓𝑣)𝑡) × 𝑠𝑖𝑛 (2𝜋𝑓𝑣𝑡)                                          
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=
1
2
{𝑐𝑜𝑠(2𝜋𝑓𝑡) − 𝑐𝑜𝑠(2𝜋(𝑓 + 2𝑓𝑣)𝑡)}                                       (3-4) 
 
この式は、−𝑓𝑣ドップラ成分を持った 𝑐𝑜𝑠(2𝜋𝑓𝑡) と、 +𝑓𝑣ドップラ成分を持った、
𝑐𝑜𝑠(2𝜋(𝑓 − 2𝑓𝑣)𝑡)の 2 信号が得られることを示している。 
次に、送信用発信器から出力される sin 波と cos 波でそれぞれ直行検波し高周波成分
𝑐𝑜𝑠(2𝜋(𝑓 − 2𝑓𝑣)𝑡)の信号を減衰させることで、𝑐𝑜𝑠(2𝜋𝑓𝑡)のみを受信でき、−𝑓𝑣ドップラ成
分を得ることが出来る。 
ここでセンシング波を +𝑓𝑣変調した際は -𝑓𝑣ドップラ成分を取得し、一方、センシング
波を -𝑓𝑣変調した時は +𝑓𝑣ドップラ成分を取得するということに注意が必要である。 
④においてそれぞれ 𝑠𝑖𝑛(2𝜋𝑓𝑡) と 𝑐𝑜𝑠(2𝜋𝑓𝑡) の信号で復調しているのは、信号処理にフ
ーリエ変換など複素信号を扱うためであり、直交した 2信号を取得する必要がある。 
 
 
3-5 タイミングチャート 
加振ドップラ計測測定プログラムによる直流、プラス変調、マイナス変調での測定のタイ
ミングチャートを Fig.3-3、3-4、3-5 に示す 
 
 
Fig.3-3 直流時のタイミングチャート 
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Fig.3-4 プラス変調時のタイミングチャート 
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Fig.3-5 マイナス変調時のタイミングチャート 
 
測定は MATLAB で制御し 1 つの点ごとに直流、プラス変調、マイナス変調の順で測定
しこれを 1 セットとした。1 セット終了後に次の計測点へと移動し同様の測定を開始す
る。 
 
3-6 使用機器 
3-6-1 使用機器一覧 
実験で用いた使用機器を Table.3-1 に示す。 
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Table.3-1 使用機器 
 
 
 
 
 
3-6-2 超音波トランスデューサ 
トランスデューサは１枚の銅基板に送受両方の振動子をボンドづけし作成した、設計図
の表裏図を Fig.3-6 に、信号を送受信する部分の写真を Fig.3-7 に示す。 
名称 メーカー名 型番 製造番号 設定
f=5.1 MHz~5.3 MHz
Amplitude 1.5 Vpp
Sin波
fv=500 Hz
Sin波
fv=500 Hz
Burst Sin波
XA-50H-200 3軸構成
XA-40H-200 XYZA型
XA-35L-100 （センサ移動）
アクチュ
エーター
SUS
Corporation
XA-35L-200 X2600751 1軸のみ（加振器移動）
加振器 旭製作所 SL-0105 A18512
Power
Amplifier
marantz MM7025
MZ00123
5000262
電源 TEXIO PW18-3AD ±5 V
電源 GWINSTEC GPS4303 24 V
Amplifier Mini-Circuits ZX60-43+
ADC CONTEC Al-1204Z-PCI サンプリング周波数10 kHz
スペクトラム
アナライザ
Tektronix RSA306 BO11767
Function
generator
nF WF1948 9162764
Function
generator
nF WF1973 9138915
Function
generator
LeCroy WS2022
LCRY236
0C00219
アクチュ
エーター
SUS
Corporation
X2600751
名称
メーカー
名
型番 その他
Power
Divider
R&K PD010-0B イメージキャンセリングミキサ
Frequency
Mixer
Power
Splitter
Min-
Circuits
ZFSC-2-6+ イメージキャンセリングミキサ
Frequency
Mixer
R&K MX130-0B イメージキャンセリングミキサ
Min-
Circuits
ZAD-8+ イメージキャンセリングミキサ
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Fig.3-6-1 トランスデューサ設計図 表面 
 
Fig.3-6-2 トランスデューサ設計図 裏面 
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Fig.3-7 トランスデューサ写真 
 
センシング波は送信部で変調を行っているため、送信と受信で振動子を 2 つ用いている。
振動子間距離は 1 mm で送受両方とも銅基盤と平行に張り付けている。超音波は振動子近傍
において直進性が高いが、実験時における使用距離ではビームの広がりがあるため平行に
配置しても感度は確保できている。 
 
作成手順を以下に示す。 
 
① 銅基板を削り、穴をあけ基盤を作成する。 
 
② 振動子を瞬間接着剤で固定する、この際振動子は非常に脆く少しの力で割れてしまう
ため力を入れてはならず、また振動子のケーブルは非常に取れやすく瞬間接着剤の凝
固のムラでも取れてしまうことすらあるため注意が必要である。 
 
③ 確実に振動子が固まったら振動子の周囲にエポキシ樹脂を流し込む、この際エポキシ
樹脂は規定の比率よりも若干凝固剤が多いくらいでよい。また振動子表面にエポキシ
樹脂が乗るとトランスデューサの特性が変わってしまう恐れがあることと、エポキシ
樹脂は凝固の際凝固のムラにより大きく動いてしまうため振動子が動かないよう確実
に振動子を固定する必要があることに注意が必要である。 
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④ 表面のエポキシ樹脂が固まったら裏面の穴から伸びた振動子のケーブルをエポキシ樹
脂にて固定する、②でも述べたように振動子のケーブルは脆くエポキシ樹脂の凝固の
際のムラでも取れてしまうためこの点にも注意が必要である。 
 
⑤ 同軸の端子と振動子のケーブルをハンダ付けし完成となる。 
 
振動子は薄いため脆く、配置とともに基板との平行であるかによって完成後の感度に関
わるため、エポキシ樹脂は凝固の際固まり方に差ができることを何より注意すべきであ
る。 
 
3-6-3 寒天の作製 
 計測に用いた寒天の作成方法を示す。 
① 水を沸騰するまで加熱する。 
② 沸騰後は所定の量の寒天粉を溶かし、底に沈殿することや、溶け残りをなくすため
に一様に混ぜ、その後冷却する。 
③ 容器に流し込み、気泡を取り除きながら寒天温度が均一になるよう粘度が出るまで
混ぜる。 
④ 表面の乾燥を防ぐため水を張り、冷蔵庫で完全に固まるまで冷やす。 
寒天ファントムは濃度によって、加振波の振動伝播速度と減衰率が変わる。そのため
本論文中使用している寒天ファントムの濃度は 0.9 ％とした。完成図が Fig.3-8 であり、
使用した寒天の容器は 200×140×60 mm であり、寒天の高さは 45 mm である。 
 
 
Fig.3-8 寒天ファントムの完成図 
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計測対象物として金属線を埋め込む場合は、Fig.3-9 のようにあらかじめ容器の任意の高
さに金属線（計測対象物）を接着し、寒天粉が溶けた液体を容器に移す。 
 
 
Fig.3-9 容器と計測対象物の事前準備 
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第 4章 計測システムにおける評価実験 
この章では本実験で用いる計測機器についての概要を含め、加振ドップラ時における評
価を行う。 
 
4-1 計測概要 
本実験を行う際の装置の全体図を Fig.4-1 に示す。 
 
 
Fig.4-1 実験装置（全体図） 
 
信号の送受信部である超音波トランスデューサを Fig.4-2 に示す。 
 
 
Fig.4-2 超音波トランスデューサ（計測点付近） 
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加振器と、加振器を精密に移動する際に必要となるアクチュエータの設置図を Fig.4-3 に
示す。 
 
 
Fig.4-3 加振器とアクチュエータ 
 
寒天に振動を加える加振部分（加振ロッド）における図を Fig.4-4 に示す。 
 
 
Fig.4-4 加振ロッド 
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信号のサンプリングに用いる AD 変換器を Fig.4-5 に示す。 
 
 
Fig.4-5 AD 変換器 
 
AD 変換器とコンピュータ内部の設置図を Fig.4-6 に示す。 
 
 
Fig.4-6 AD 変換器と PC の接続 
 
4-2 3次多重帰還形 LPF 
受信信号を検波する際、信号強度が小さいため増幅する必要がある。反射係数分布を取得
において S/N 比を確保するため、20 dB と 30 dB の 2 つの受信アンプを用いている。 
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また信号増幅アンプを兼ねた LPF となっており、3 次多重帰還形 LPF を用いており、回
路図を Fig.4-7 に示し、作成図を Fig.4-8 に示す。 
 
   
Fig.4-7  三次多重帰還形 LPF 回路図 
 
         
Fig.4-8  作成図 
 
3 次多重帰還形 LPF に用いた抵抗、コンデンサの厳密地を Table.4-1 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 29 
 
Table.4-1 2 つのアンプに用いられる抵抗、容量の厳密値 
           
     
 
4-3 超音波トランスデューサの PSF測定 
 本実験において、使用するトランスデューサは送信部と受信部を分けて使用している。
そのため伝達特性から PSFを測定する必要がある。PSF の測定は直径 0.6 mm の金属線か
らの反射信号から求め、ナイロン糸と直交する方向にスキャンを行う。配置したトランス
デューサは短手方向に移動しながら測定し、スキャン方向の PSF を測定した。 
計測時のパラメータを以下に示す。 
センシング波における中心周波数：5.2 MHz, 周波数スパン：200 kHz, ポイント数：101 
測定距離：50 mm , 測定間隔：0.5 mm , 
対象の位置：計測開始点より 25 mm, 深さ：95 mm 
実験イラストを Fig.4-9 に示す。 
 
 
Fig.4-9 PSF 計測概要 
20[dB]アンプ 30[dB]アンプ
R1 98[Ω ] 150.5[Ω ]
R2 3.22[KΩ ] 2.20[KΩ ]
R3 14.8[KΩ ] 17.9[KΩ ]
R4 32.8[KΩ ] 81.9[KΩ ]
C1 17.9[uF] 22.8[uF]
C2 0.495[uF] 0.95[uF]
C3 22.42[nF] 5.09[nF]
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PSFのイメージングは Fig.4-10 となり、計測対象とした深さ 95 mm の金属線は、直径 0.6 
mm のものであり予期されるビームの広がりに対して十分径が小さく、センサのスキャン方
向と直交する方向に金属線を張っているため、得られるスペクトルは線スペクトルとみな
すことができる。そのため得られる信号は式(4-1),(4-2)のように表すことができる。 
 
 
Fig.4-10 金属線からの反射強度計測 
 
?̇?(𝑡, 𝑥𝑖) = ∬ 𝑤𝑝𝑠𝑓 (𝑥𝑖 − 𝑥)δ(x)dx                        (4-1) 
𝐺 = 𝑊(𝑘𝑥)𝛿(𝑘𝑥) = 𝑊(𝑘𝑥)                          (4-2) 
式(4-2)より得られる波数スペクトルは PSF と同等である。 
深さ 95 mm で得られる信号強度と位相を Fig.4-11、4-12 に、波数領域に変換したものを
Fig.4-13 に示す。Fig.4-11 を見ると、ビームが約 30 mm に広がっていることがわかる。し
かし Fig.4-12 に示すようにビームの広がっている範囲において位相の変化量が多いため
に、ビームの広がりよりも高分解能な状態である。そのため Fig.4-13 に示した波数スペク
トルから分解能と PSF形状を求めている。PSFの広がりから合成開口処理、PSF によるデ
コンボリューション等を行うことで理論的に分解能が約 2 mm 程度となることがわかる。 
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Fig.4-11  上図 反射強度      Fig.4-12 下図 位相変化 
 
 
Fig.4-13 金属線からの反射係数の波数スペクトル 
 
 
4-4ドップラ計測時のセンシング波の変調 
本研究においてはセンシング波を 5.2 MHz の周波数帯を用いており、寒天を媒体に 500 
Hz の加振を金属線（計測対象物）に加えることで±ドップラ成分を取得している。 
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＋ドップラ成分を計測したい場合、センシング波をそのまま送信すると、加振している計
測対象物からの反射により、50 Hz 変調された形で受信され受信波形は 5.2 MHz±500 Hz と
なり復調しても直流成分が残らないため検波が不可能である。そのためセンシング波に-500 
Hz 変調する必要がある。センシング波に-500 Hz のシフトをさせることで、加振した計測対
象物からの受信信号は(5.2 MHz-500 Hz)±500 Hz であり,即ち 5.2 MHz-1000 Hz と 5.2 MHz の
2 信号を受け取ることとなる。これらを 5.2 MHz にて復調することで得られる信号が（-ド
ップラ成分）-1000 Hz と（+ドップラ成分）直流信号となる。ここで、（カットオフ周波数が
1000 Hz より十分小さい）LPFを通すことで、直流のみが ADC に入力される。 
－ドップラ成分を計測する際は、変調用信号の位相を逆転することでセンシング波を
+500 Hz 変調させる。加振している対象物からの反射信号は(5.2 MHz+500 Hz)±500 Hz であ
り,即ち 5.2 MHz と 5.2 MHz+1000 Hz の 2 信号を受信することとなり、復調することで、（-
ドップラ成分）直流信号と（+ドップラ成分）1000 Hz が残る。LPF によって直流信号のみ
が得ることが可能となる。 
実際に計測するにあたり、通常、周波数シフトにはミキサーを用いるが、周波数シフトは
正負の両側に同時に発生するため、片側のみの周波数シフトを実現するイメージキャンセ
リングミキサ（ICM）を構成する必要がある。Fig3-2 の赤い点線の枠内が送信信号を変調す
る ICM 部であり、位相が 90 °遅れている 2 つ送信信号を、変調用発振器で作成した直交
する加振周波数成分をそれぞれミキサーで変調し、その後、混合器を用いて合成することで、
片側の周波数成分のみを作り出す。 
イメージングキャンセリングミキサによる変調を行う際のセンシング波の周波数スペク
トルの−𝑓𝑣変調成分を Fig.4-14 に、+𝑓𝑣変調成分を Fig.4-15 に示す。 
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Fig.4-14 −𝑓𝑣変調したセンシング波 
 
 
Fig.4-15 +𝑓𝑣変調したセンシング波 
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センシング波における中心周波数を 5.2 MHz、シフトする変調周波数を 500 Hz としてい
る。ミキサーの直流成分（漏れ成分）がイメージキャンセルを行った後のスペクトルに残っ
ているが、Fig.4-14 の−𝑓𝑣変調、Fig.4-15 の+𝑓𝑣変調どちらにおいても、直流成分（漏れ成分）
に比べ約 50 dB の確保が確認出来た。 
理論上では単一ピークのスペクトルが現れるはずであるが、ここで漏れ成分と逆側の変
調成分含め 3 つのピークが現れているのは、変調用の信号が完全に直交していないことや、
ミキサー内部で発生した位相のずれなどが原因と見られる。 
次にセンサの送受信間の信号レベルの評価を行う。まず直流計測時における信号の減衰
を確認する。計測方法はスペクトラムアナライザを用いて、5.2 MHz 付近の周波数帯を観測
した。計測対象は底面と寒天であり、加振対象は寒天である。 
Fig.4-16、4-17 より直流計測時の送受信の信号強度の減衰を確認した。直流時における信
号強度の減衰が約 60 dB となることが確認できる。 
 
 
 
Fig.4-16   直流信号の送信部分 
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Fig.4-17 直流信号の受信部分 
 
次に+𝑓𝑣変調計測時における信号の減衰を確認する。ドップラ計測時においては送信信号
5.2005 MHz、加振後の受信信号が 5.2 MHz となるため、計測方法はスペクトラムアナライ
ザを用いて、送受信の波数スペクトルを観測した。送信信号は Fig.4-18 に、受信信号は Fig.4-
19 である。加振計測時においては直流計測に比べて送受信の減衰が大きくなってしまうた
めセンシング波の信号強度をあらかじめ強くする必要がある。Fig.4-18、Fig.4-19 よりドップ
ラ計測時は信号の送受信間で約 74 dB の信号の減衰が確認できた。 
 
 
               Fig.4-18 ドップラ計測時 送信信号 
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Fig.4-19 ドップラ計測時 受信信号 
 
また先行研究においてはネットワークアナライザを用いた反射係数の測定であった。
Fig.4-20 より、ネットワークアナライザを用いてのシステムでは、加振時の送信信号におけ
る（5.2 MHz における信号とノイズレベルの差）S/N 比が 60 dB である。この時の波数スペ
クトルを Fig4-20 に示す。対し、Fig.4-18 より、新システムでは S/N 比が 100 dB となり S/N
比の向上が確認できた。 
これは以前計測を行っていたネットワークアナライザを用いた手法では、送信出力に強
いノイズが入ってしまったためである。その場合、送信にアンプを通しても信号と共にノイ
ズ信号も増幅されてしまうため、ダイナミックレンジの向上が不可能であった。 
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Fig.4-20 先行研究におけるネットワークアナライザを用いての加振時の受信信号 
 
 
4-5 レベルダイアグラム 
受信アンプは 20 dB アンプと 30 dB アンプを用いており、送受信とも直流電圧のため実効
値電圧と同等と見ており、電圧単位において入力電圧はパラメータを Vpp 、出力電圧のパ
ラメータは実効値電圧 Vrms を用いている。 
𝑉 𝑉𝑟𝑚𝑠＝20 𝑙𝑜𝑔(𝑉)  𝑑𝐵𝑣 
正弦波信号を取り扱う際は実効値に変換してから dBv 表記にしており、基準となる 1 V
の時が 0 dBv である。 
 
4-5-1 ICM部分 
直流時のシステムの部分を Fig.4-21、入出力の関係を Fig.4-22 に示す。また変調時のシステ
ムの部分を Fig.4-23、入出力の関係を Fig.4-24 に示す。変調時の ICM 部分では入力信号と出
力信号の周波数が変わってしまい、出力側には 3 周波数信号が出力されるため出力部にス
ペクトルアナライザを用いている。 
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Fig.4-21 直流時の ICM の計測方法 
 
 
Fig.4-22 直流時の ICM 部分の入出力 
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Fig.4-23 変調時の ICM の計測方法 
 
 
Fig.4-24 変調時の ICM の入出力 
 
 
4-5-2検波部分 
検波部分のブロックダイアグラムを Fig.4-25、入出力の関係を Fig.4-26 に示す 
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Fig.4-25 検波部分の計測方法 
 
 
Fig.4-26 検波部分の入出力 
 
4-5-3受信アンプ 
20 dB 受信アンプのブロックダイアグラムを Fig4-27、入出力の関係を Fig.4-28、ノイズレベ
ルについては Fig.4-29 に示す。 
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Fig.4-27 アンプの測定方法 
 
 
Fig.4-28 20 dB アンプの入出力方法 
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Fig.4-29 20 dB アンプのノイズ出力 
 
横軸は 10 ms 毎の計測回数を表し、信号の実効値を得ることで、ノイズ信号の増幅後のダ
イナミックレンジを決める。20 dB アンプのノイズ信号の増幅後の実効値は 0.12 mV、-78 
dBv となった。 
 
30 dB 受信アンプの入出力の関係を Fig.4-30、ノイズレベルについては Fig.4-31 に示す。 
 
 
Fig.4-30 30 dB アンプの入出力 
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Fig.4-31 30 dB アンプのノイズ出力 
 
こちらも同様の処理を行いノイズ信号の増幅後のダイナミックレンジを決めている。30 dB
アンプにおけるノイズ信号の増幅後の実効値は 0.62 mV、-64 dBv となった。 
 
 
4-5-4 ADC 
入力信号は入力せずに、ADC で得られる信号はノイズ信号を Fig.4-32 に示す。 
 
      
Fig.4-32 ADC のノイズ出力 
 
ADC で計測できるノイズレベルは 76.6 uV（-82 dBv）となった。（最低値）最高値に至っ
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ては 1.25 V ～-1.25 V での計測になるため約 2 dBv となる。 
 
4-5-5 ダイナミックレンジの全体図 
システムのダイナミックレンジ全体図を Fig.4-33 に示す。直流時と加振時の信号強度が信
号送受信にて逆転しているのは、直流時にミキサーの IF に入れる信号が 0.1 Vdc に対し、
加振時におけるミキサーの IF に入力する変調信号が 3.0 Vpp と強い信号を入れて変調して
信号送信し、送受信間では加振計測時は大きく減衰するためである。 
 
 
 
Fig.4-33 ダイナミックレンジ全体図 
 
 
4-5-6 ネットワークアナライザを用いた方法と新システムの比較 
先行研究ではネットワークアナライザを用いての計測を行っていたが、ドップラ計測時
における S/N 比が確保できないことが課題であったため、これらを比較する。 
まずは依然用いていたネットワークアナライザを用いての 2 次元計測を Fig.4-34 に示す。
深さ 80 mm 付近の移動方向に一体に現れている信号が寒天表面であり、深さ 90 mm,移動方
向 45 mm に存在するのは計測対象物である。まずは計測対象物における S/N 比の比較を行
った。この手法では直流成分にて 50 dB、±ドップラ成分において 30 dB 程度の S/N 比であ
る。 
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Fig.4-34 ネットワークアナライザを用いた手法 
 
 次に今回採用している新システムにおける確認を行う。同様にイメージング図を Fig.4-35
に示す。深さ 70 mm付近に移動方向に一体に存在する信号は寒天表面であり、深さ 100 mm、
移動方向 25 mm に存在するのが計測対象物である。また、ネットワークアナライザを用い
た方法に比べ周波数スパンが短いため、深さ方向の分解能が悪くなっている。この新システ
ムでは直流成分にて 70 dB、±ドップラ成分においては 40 dB の S/N 比が確認できた。また
表面の反射においても S/N 比が 40 dB から 50 dB に改善された。 
 
   
      Fig.4-35 新システムにおける手法 
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ネットワークアナライザに比べてノイズレベルが上がっているがそれ以上に信号レベル
も持ち上がっているため S/N 比の改善が確認できたといえる。 
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第 5章 反射係数分布の空間変調と位相補正項 
本章では第 3 章、第 4 章で述べた計測システムを用い、加振ドップラ計測によって反射
係数分布が空間変調効果の実験的な検証を行った結果について述べる。 
 
5-1 実験概要 
計測対象は寒天ファントムとし、加振による変動のとらえやすい表面の計測を行う。加振
ドップラ計測時に表面を加振することで反射係数分布の空間変調の確認や加振波の位相情
報の確認、加振波波長などの検討を行う。計測イメージ図を Fig.5-1 に示す。 
防振台の上にアクチュエータと水槽を配置し、アクチュエータは移動時の振動対策とし
て防振パッドの上に配置した。加振器は水槽とアクチュエータに接触しないように設置し、
ラボジャッキを用いて寒天表面と加振器の接触圧の調整を行う。加振器とラボジャッキの
間には計測機器や水槽からの振動除去と加振器の安定のために木材をいれた。加振器と寒
天の接触部には、Fig.4-4 に示したような銅基板を周囲の角を取り寒天ファントムの表面が
損傷することを防ぐよう加工したものを用いた。銅基板上での 500Hz の加振波の伝播速度
は非常に速いため、基板の位置による加振波の伝播には影響がないと考えている。 
 
 
Fig.5-1 表面計測実験イメージ 
 
実験方法として以下に手順を示す。 
加振ドップラ計測における計測手順 
①  静的なイメージ（通常時）の測定 
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送信部での変調を行わず、センシング波の周波数は発振器の周波数である。対象を加振せ
ず測定する。 
②  負のドップラ成分の測定 
送信部で変調を行い、センシング波の周波数は発振器の出力周波数＋加振周波数 
である。対象を加振して測定する。 
③  正のドップラ成分の測定 
送信部で変調を行い、センシング波の周波数は発振器の出力周波数－加振周波数 
である。対象を加振して測定する。 
④ アクチュエータで移動 
アクチュエータにより次の測定点に移動する。スキャンは、加振点から離れていく方向に行
う。移動終了後に①に戻り、計測終了地点に到達するまで①～④を繰り返し行う。 
 
加振ドップラ計測おける処理フローは以下のとおりである。 
 
ハードウェア 
① 加振器から低周波数のずり弾性波を対象に伝播させる 
② センシング波信号をイメージキャンセリングミキサにより変調し、送波する 
③ 反射信号を受け取った後、検波部分により直交検波され、直流成分と±1 kHz の信号に
復調される 
④ ±1 kHz の高周波信号は LPF にて減衰され、直流成分のみを ADC へと転送する 
 
 
 
ソフトウェア 
① ADC より取得した直流成分を dat ファイルに格納し、反射係数分布として保存する。 
② 周波数方向にフーリエ変換を行い、計測表面からの 5.2 MHz 帯での伝達関数を取り出す
ため到達時間に時間方向のフィルタをかける 
③ ドップラ信号位相変動からずり弾性波の波長を推定する 
④ 時間方向に逆フーリエ変換、空間方向にフーリエ変換を行う 
⑤ 狭帯域のフィルタをかけ、仮想的に低分解能化する 
⑥ ドップラ信号は推定した振動変位に応じた振幅補正とずり弾性波の波長に応じた復調
をおこなう 
⑦ 信号の合成処理を行い、2 次元逆フーリエ変換により空間の映像化 
 
 
5-2 加振ドップラ計測による波数スペクトルの評価 
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対象を寒天ファントムとし測定を行った。計測時のパラメータは以下に示す。 
 
信号発信器：CH1  Center 5.2 MHz   Span 200 kHz  1.5 Vpp  0 ° 
：CH2  Center 5.2 MHz  Span 200 kHz  1.5 Vpp  90 ° 
変調発振器直流時：CH1 DC 0.1 V 
：CH2 DC 0.1 V 
変調発振器+fv 時：CH1 Burst sin 波 500 Hz  3.00 Vpp   0 ° 
CH2 Burst sin 波 500 Hz  2.90 Vpp   269.4 ° 
変調発振器-fv 時：CH1 Burst sin 波 500 Hz   3.00 Vpp   0 ° 
CH2 Burst sin 波 500 Hz  2.903 Vpp  90.6 ° 
加振発振器：sin 波 500 Hz  400 mV  0 ° 
移動：  移動幅 0.5 mm、測定距離 50 mm 加振点からの距離は 85 mm からの地点から
計測開始。加振点に向かう移動方向で、最終的には加振点とセンサの真下との距離は 35 mm
となる。  
イメージング図を Fig.5-2 に示す。横軸が測定距離、縦軸が深さ、カラースケールが信号
振幅となっている。深さ約 70 mm の信号が強い位置が寒天表面、120 mm の信号が強い位置
が寒天底面である。直流成分では寒天表面と寒天底面が特に強く信号が出ているがそれ以
外にも直達波やトランスデューサ背面と水面からの多重反射信号が返ってきている、しか
しプラス変調マイナス変調では復調がなされたため振動している寒天表面からの反射信号
が強く返ってきている。 
 
 
Fig.5-2 イメージング 
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Fig.5-3 に寒天表面（深さ 70 mm 地点）における反射信号と Fig.5-4 に位相の変化を示す。
Fig5-3、5-4 より直流成分が変動していることがわかる。これは、寒天表面が水平でないた
めに、センサと寒天ファントムとの距離が変化してしまうことに起因している。これによ
り、ドップラ信号も同様に寒天表面の形状による影響を受けているために、加振周波数と
は違う周期の位相変化が現れている。 
 
 
Fig.5-3 寒天表面での反射信号 
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Fig.5-4 寒天表面での位相変化 
 
直流の信号の変化が起きてしまうため、直流分の複素信号を除算することで、寒天の傾
きを水平とみなすことが出来る。直流の位相変化を除去したときのドップラ信号の振幅と
位相を Fig.5-5,5-6 に示す。直流補正によりプラス変調、マイナス変調共に振動情報を見る
ことが可能となり、位相も正弦的な変化が見られ、プラスのドップラ成分、マイナスのド
ップラ成分が逆位相で位相が変化していることがわかる。これらのドップラ成分の位相変
化から加振波の波長は 6.0 mm であることがわかる。 
 
 
Fig.5-5 直流信号除去後の寒天表面の振幅変化 
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Fig.5-6 直流信号除去後の寒天表面の位相変化 
 
また振動周波数が 500 Hz であることより、伝播速度 6.0 mm×500 Hz=3000 mm/s=3.0 m/s と
求められる。濃度 1 %で作成した寒天の周波数変化に伴う表面波の速度の関係を Fig.5-7 に
示す。（参考文献③より） 
 
 
Fig.5-7 寒天の速度周波数変化 
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寒天の表面の複素情報からフーリエ変換を行うことで、加振波の波数を求める手法もあ
り、これにより加振波の波長、速度を得ることも可能である。Fig.5-5 から得られる波数ス
ペクトルを Fig.5-8 に示す。 
 
  
Fig.5-8 表面の波数スペクトル 
 
次に寒天表面における、空間変調が起こった際に得られる直流成分、+𝑓𝑣成分、-𝑓𝑣成分の
波数スペクトルを Fig.5-9 に示す。直流が波数の原点にきていないのはセンサの微小な傾き
による影響である。傾きによるセンシング波の位相変化はあるものの、計測面での反射強度
分布は比較的一様であるために波数スペクトルが線スペクトルに近くなり、正負のドップ
ラ成分の波数シフトの移動量は前項で求めた波長から求めた加振波の波数と一致する。ま
た、理論式上では加振ドップラ計測において信号強度は下がるが、正負での信号強度は一致
する。 
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            Fig.5-9 表面における波数スペクトル 
 
 
5-3 対象物を 1つとした時のイメージング 
計測対象は寒天ファントムとし、センシング波の位相変化が起こる形状の変化のない内
部での計測を行う。加振ドップラ計測時には表面を加振し、得られる反射信号から反射係数
分布の空間変調がなされているかを実験的に検討する。また加振波長と加振距離との関係
による検討のため加振点と計測対象物の距離を変えながら計測する。 
実験イメージ図を Fig.5-10 に示す。計測は寒天ファントム表面より深さ 20 mm にφ＝0.6 
mm の金属線を配置し、その深さにおけるイメージを行う。加振点は表面ではなく内部で
加振に埋めた状態である。寒天ファントム中は均一な物質であるため反射強度分布は、金
属線からの反射のみとなる。また、寒天ファントム内に境界がないために、取得できる信
号はスキャン位置による形状の変化を受けないため、理論式の条件を満たす状態での計測
である。 
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Fig.5-10 計測イメージ 
 
本実験では分解能が高いセンサを用いて得られた反射信号に、取得信号に波数帯域で狭
帯域なフィルタをかけた状態で仮想的に低分解能な状態をつくり、比較を行う。狭帯域フ
ィルタの形状は波数合成の理論式より、加振波長と同等の幅を持った 2 次の sinc 関数によ
って定めたフィルタを用いる。 
信号発信器：CH1  Center 5.2 MHz  Span 200 kHz  1.5 Vpp  0 ° 
：CH2  Center 5.2 MHz  Span 200 kHz  1.5 Vpp  90 ° 
変調発振器直流時：CH1 DC 0.1 V 
：CH2 DC 0.1 V 
変調発振器+fv 時：CH1 Burst sin 波 500 Hz  3.00 Vpp   0 ° 
CH2 Burst sin 波 500 Hz  2.90 Vpp   269.4 ° 
変調発振器-fv 時：CH1 Burst sin 波 500 Hz   3.00 Vpp   0 ° 
CH2 Burst sin 波 500 Hz  2.903 Vpp  90.6 ° 
加振発振器：sin 波 500 Hz  400 mV  0 ° 
移動： 移動幅 0.5 mm、測定距離 50 mm 加振点からの距離は 90 mm からの地点 
計測対象物と加振点の距離は 65 mm である。 
 
イメージ図を Fig.5-11 に示す。横軸が移動距離、縦軸が深さ、カラースケールが信号振
幅となっている。深さ約 95 mm の位置に金属線からの反射信号があることがわかる。 
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             Fig.5-11 イメージング 
 
深さ 95 mm における 1 次元イメージから得られる波数スペクトルを Fig.5-12 に示す。得
られる波数スペクトルは、PSFによって反射係数分布が畳み込まれたものであり、反射体が
金属線であるために反射係数分布は第 4 章の PSF 測定の状態と等価である。第５章で示し
たように、加振ドップラ計測を行うことによって反射係数分布は位相変調を起こし、波数ス
ペクトルはシフトを起こしている。 
Fig.5-12 においては反射係数分布が広い帯域を持った信号であり、PSFに対して、加振に
よるスペクトルのシフト幅小さいためにスペクトルの変化が見えづらくなってしまう。加
振ドップラ計測で得られるシフトした波数スペクトルのシフト量はずり弾性波の波長によ
って定まるため、取得した波数スペクトル幅に対してシフト量が小さいために復調合成を
行っても分解能の向上はわずかであり検証が困難である。加振ドップラ計測において、加振
によるスペクトルのシフト量と波数スペクトルの幅が一致するときにその分解能向上を明
確に確認することができる。そのため、シフト量に合わせた狭帯域なフィルタをかけること
で、高い波数の情報を落とした状態から、加振ドップラ計測を行うことで高い波数の情報を
取得し高分解能な状態への復元を行うことで本理論の実験的な検証を行う。 
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Fig.5-12 取得した波数スペクトル 
 
 得た波数スペクトルに対してかける狭帯域フィルタを Fig.5-13 に、フィルタリング後の
取得信号を Fig.5-14 に示す。これは得られるセンサの分解能が良すぎてしまい、加神ドップ
ラ法を用いても分解能向上が確認できない。そのため狭帯域にして、分解能が悪い状態から
超解像を行う。 
 
 
Fig.5-13 狭帯域フィルタ 
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Fig.5-14 狭帯域フィルタを通した後の信号 
 
狭帯域フィルタリング後のイメージング結果を Fig.5-15 に示す。 
 
 
Fig.5-15 狭帯域フィルタリング後のイメージ図 
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理論に従って波数スペクトルの合成を行っていく。 
波数スペクトルの信号強度から推定した振動振幅と加振波の波数を用いて復調と振幅の
補完を行い、その結果を Fig.5-16 に示す。 
 
 
Fig.5-16  振幅、位相補正を施した波数スペクトル 
 
Fig.5-16 に示した直流と正負のドップラ信号を理論式にあわせた合成の処理を行う。合
成処理の際には第 2 章、（2-1）式 
𝜉(𝑡, 𝑥) = 𝛿𝑠𝑖𝑛(2𝜋𝑓𝑣𝑡 − 𝑘𝑣𝑥 + 𝜑)                      (2-1) 
に定義した、ずり弾性波の振動に関する初期位相項の補正が必要となる。（2-1）式におい
て初期位相項は、同一時間での反射信号をみているため加振波の空間的な初期位相の項と
してみなすことができ、加振源から距離に由来するものである。そのため 𝜑 は 
 
𝜑 =
𝑥
𝜆𝑣
= 𝑎 + 2𝑛𝜋   n:整数         （5-1） 
で表すことができる。 
また第二章の原理において、加振計測の計測開始点の加振波の位相補正を行うことで 𝜑 
は加振点と計測開始地点によらず 𝜑 = 0となるが、ここでは波数合成の際の最適初期位
相項と加振距離の関係の検討であるため、加振波の位相補正は行わない。波数合成では 
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𝐺 = 𝐺0 +
𝐺−𝑓𝑣
𝑘𝛿𝑒−𝑗𝑘𝑣𝑥𝑒𝑗𝜑
+
𝐺+𝑓𝑣
−𝑘𝛿𝑒𝑗𝑘𝑣𝑥𝑒−𝑗𝜑
                                          (2-11) 
によって行われ、 𝜑 による位相の補正は（6-1）式における a の分だけ行うものであ
る。超解像処理における初期位相項として、 𝜑 を-160 °から 180 °まで(20 °刻み)と
し、空間領域に変換した図を Fig.5-17-a~r に示す。また-180 °と 180 °の同位相であるた
め 180 °のみを表示する。 
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a -160 °                 b -140 °            c -120 ° 
 
   
 
 
 
d -100 °               e -80 °             f -60 ° 
 
 
 
    
 
g -40 °             h -20 °              i 0 ° 
 
 
 
 
 
 j 20 °               k 40 °               l 60 ° 
 
   
 
 
 
m 80 °              n 100 °               o 120 ° 
 
 
 
    
 
p 140 °               q 160 °               r 180 ° 
Fig.5-17 初期位相項に対するイメージング結果の違い 
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ここで、-180 °～180 °の間において空間分解能が向上した最適な初期位相が 𝑒𝑗𝜑＝-
0.309017-j0.951057、角度-108 °であった。波数合成した結果を Fig.5-18 に示す。加振ドッ
プラ計測による帯域合成と直流の計測結果を比較すると約 2.7 倍に帯域が拡張しているこ
とがわかる。 
 
 
Fig.5-18 位相補正後の波数合成 
 
この波数スペクトルを逆フーリエ変換して得られる空間領域の取得信号の比較を Fig.5-
19 に示す。狭帯域フィルタ後の分解能は 6.5 mm に対してドップラ計測では 2.5 mm で
あった。空間分解能は約 2.6 倍に向上していることがわかる。 
加振ドップラ計測を行うことによって狭帯域なフィルタをかけたぼやけた状態から
へ空間幅の狭くなった鋭い信号と近づいている。加振ドップラ計測を行うことによっ
て高い波数の情報を取得することができ、空間分解能の向上を実現できている。 
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Fig.5-19 空間分解能の比較 
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加振点～計測対象物間の距離を 64 mm としたときのイメージング図を Fig.5-20-1、計測対
象物における波数スペクトルを Fig.5-20-2、直流成分と波数合成の比較図を Fig.5-20-3、直流
計測時、狭帯域、加振ドップラ法における空間分解能の比較を Fig.5-20-4 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.5-20-1  イメージング      Fig.5-20-2  波数スペクトル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.5-20-3 波数合成             Fig.5-20-4 空間分解能の比較 
 
加振距離 64 mm において波数合成を行う際の初期位相項は 36 °となった。 
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加振点～計測対象物間の距離を 63 mm としたときのイメージング図を Fig.5-21-1、計測対
象物における波数スペクトルを Fig.5-21-2、直流成分と波数合成の比較図を Fig.5-21-3、直流
計測時、狭帯域、加振ドップラ法における空間分解能の比較を Fig.5-21-4 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.5-21-1  イメージング      Fig.5-21-2  波数スペクトル 
. 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.5-21-3 波数合成             Fig.5-21-4 空間分解能の比較 
 
加振距離 63 mm において波数合成を行う際の初期位相項は -4 °となった。 
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加振点～計測対象物間の距離を 62 mm としたときのイメージング図を Fig.5-22-1、計測対
象物における波数スペクトルを Fig.5-22-2、直流成分と波数合成の比較図を Fig.5-22-3、直流
計測時、狭帯域、加振ドップラ法における空間分解能の比較を Fig.5-22-4 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.5-22-1  イメージング      Fig.5-22-2  波数スペクトル 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.5-22-3 波数合成             Fig.5-22-4 空間分解能の比較 
 
 
加振距離 62 mm において波数合成を行う際の初期位相項は 80 °となった。 
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加振点～計測対象物間の距離を 60 mm としたときのイメージング図を Fig.5-23-1、計測対
象物における波数スペクトルを Fig.5-23-2、直流成分と波数合成の比較図を Fig.5-23-3、直流
計測時、狭帯域、加振ドップラ法における空間分解能の比較を Fig.5-23-4 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.5-23-1  イメージング        Fig.5-23-2  波数スペクトル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.5-23-3 波数合成            Fig.5-23-4 空間分解能の比較 
 
加振距離 60 mm において波数合成を行う際の初期位相項は 176 °となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 68 
 
加振点～計測対象物の距離を 65 mm、64 mm、63 mm、62 mm、60 mm で加振移動計測を
行ったが、その際の初期位相項から得られる加振距離と、加振点と計測対象物間距離の関係
を Fig.5-24 に示す。加振点から計測対象間の距離に対し、最適初期位相項は近似的に正比例
の関係にあることがわかる。 
 
      
Fig.5-24 超解像イメージング時の最適初期位相項から換算される距離と 
加振点～計測対象物間距離の変化 
 
これにより波数合成の初期位相項は加振点～対象物の距離に依存することが検証できた
ため、位相変化についてまとめる。 
まず、加振ドップラ計測にて加振点と計測対象物との距離を X と仮定し、波数スペクト
ル合成を行う際の初期位相項 ∅ であったとする。この時の図を Fig.5-25 に示す。 
 
 
Fig.5-25  加振点～対象物間：X とした時の加振のモデル 
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次に Fig.5-25 の状態から加振点を対象物から遠ざけ、加振点～対象物間の距離を 𝑋 + 𝑑𝑋1 
とし、微小変化したと仮定する。この時対象物から見た相対的な加振波の位相も微小に変
化する。そのため波数合成を行う際の初期位相項を ∅ + 𝑑∅1 であるとする。微小変化させ
た際のモデルを Fig.5-26 に示す。 
 
 
Fig.5-26  加振点～対象物間：𝑋 + 𝑑𝑋1とした時の加振のモデル 
 
Fig.5-26 と同様に加振点を対象物から 𝑑𝑋𝑛 遠ざけた際も、対象物から見た相対的な加振
波の位相は変化する。波数合成を行う際の初期位相項を ∅ + 𝑑∅𝑛 であるとする。この時の
モデルを Fig.5-27 に示す 
 
 
Fig.5-27  加振点～対象物間：𝑋 + 𝑑𝑋𝑛とした時の加振のモデル 
 
最後に Fig.5-25 の加振点～対象物間距離: X とした状態から加振波の波長: λ だけ遠ざけ、
加振点～対象物間距離を X+λ とした時の初期位相項について考える。 
対象物からみた加振点の相対距離は変化し、波数合成を行う際の初期位相項においても
∅ + 𝑑∅ となるが、加振波の位相変化は Fig.5-25 の状態と同位相であるため初期位相項∅ +
2𝜋  となり ∅ であると考えられる。次に加振波の波長分だけ加振点を移動させた際のモデ
ルを Fig.5-28 に示す。初期位相項: ∅ が一回転し元の位置に戻るのが、加振波の波長分移動
させた時であり、すなわち加振点～対象物間の距離を波長分動かすことで、波数合成に用い
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られる ∅ が 2π（360 °）回転すると考えられる。 
 
 
Fig.5-28  加振点～対象物間：𝑋 + 𝜆とした時の加振のモデル 
 
  
ただしこの手法では、計測対象物の位置をあらかじめ把握していなければならないため、
計測対象物の位置が分からない状態においても波数合成を行うようにする必要がある。 
その手法としては第 2 章の 2-5 の「加振波長と初期位相項の関係」で説明したように、計測
開始地点の位相情報を除算し計測開始位置での初期位相を 0 °とすることにより、快速開
始地点を加振波の位相の基準とすることで加振波の距離に関係なく波数合成が可能とする
方法である。 
 
 
5-4 加振波位相補正による波数合成 
この項では第 5 章における 5-3「対象物を 1 つとした時のイメージング」に用いた計測結
果に計測開始位置での推定した位相を補正することで加振点の距離に依存せずに 𝜑＝0 で
波数合成を行い空間分解能向上が行えるかの検証を行う。 
イメージングの結果は加振点～計測対象物間距離 65 mm で加振移動計測した結果と同じ
ものを示す。（Fig.5-11 と同信号） 
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Fig.5-30 イメージング 
 
ここで、加振波の基準を決めるために計測開始地点である X=0 の地点と定める。加振計
測時は、+𝑓𝑣ドップラ成分と-𝑓𝑣ドップラ成分それぞれの表面の計測開始地点の位相信号（複
素信号）を信号全体に除算する必要がある。 
直流分を除去した±それぞれのドップラ成分の実部虚部信号と位相情報をFig.5-31、Fig.5-
32 に示す。-ドップラ成分の表面における計測開始地点の複素信号は 0.0473-j0.9989、+ドッ
プラ成分の表面における計測開始地点の複素信号は-0.4870+j0.8764 となった。 
 
 
Fig.5-31  -ドップラ成分の表面の位相変化（直流補正） 
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Fig.5-32  +ドップラ成分の表面の位相変化（直流補正） 
 
それぞれの計測開始地点の位相情報の複素信号を除算することで、開始地点の位相を 0 に
し得られる実部虚部信号と位相情報を Fig.5-33、Fig.5-34 に示す。 
 
 
Fig.5-33  -ドップラ成分の開始点の位相補正後の位相変化 
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Fig.5-34  +ドップラ成分の開始点の位相補正後の位相変化 
 
またこの信号は信号全体にそれぞれの計測開始地点の複素信号補正を行う必要がある。
その後は第 5 章の 5-3 で施した信号処理と同様のことを行っていく。 
Fig.5-30 のドップラ成分の表面の開始地点の加振波の位相の補正を行い、深さ 95 mm の
計測対象物における１次元イメージから得られる波数スペクトルを Fig.5-35 に示す。 
 
 
           Fig.5-35, 対象物の波数スペクトル 
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狭帯域フィルタ、振幅補正を施した結果が Fig.5-36 になる。 
 
 
Fig.5-36 振幅補正、狭帯域フィルタ復調後の波数スペクトル 
 
波数合成は Fig.5-37 になる。 
 
 
Fig.5-37  波数合成 
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逆フーリエ変換を施して空間領域に変換した結果を Fig.5-38 に示す。波数合成を施した際
の位相補正項は-4 °となり理論と同様の結果が確認できた。 
 
 
Fig.5-38 空間領域の分解能の比較 
 
次に加振点～計測対象物間の距離を 64 mm、63 mm、62 mm、60 mm に変更し、加振波の
位相補正を施した際の波数合成、波数合成に用いられる最適初期位相項の確認を行う。イメ
ージング図、表面における位相図、空間分解能の比較として示す。 
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加振点～計測対象物間の距離を 64 mm としたときのイメージング図を Fig.5-39-1、－ドッ
プラ成分における寒点表面の信号位相と補正後の位相を Fig.5-39-2、＋ドップラ成分におけ
る寒点表面の信号位相と補正後の位相を Fig.5-39-3、位相補正後において波数合成を施した
際の空間分解能の比較を Fig.5-39-4 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.5-39-1 イメージング 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
Fig.5-39-2 表面位相（下図補正後）     Fig.5-39-3 表面位相（下図補正後） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.5-39-4  空間分解能比較 
 
加振距離 64 mm にて位相補正後の波数合成を行う際の初期位相項は－4 °となった。 
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加振点～計測対象物間の距離を 63 mm としたときのイメージング図を Fig.5-40-1、－ドッ
プラ成分における寒点表面の信号位相と補正後の位相を Fig.5-40-2、＋ドップラ成分におけ
る寒点表面の信号位相と補正後の位相を Fig.5-40-3、位相補正後において波数合成を施した
際の空間分解能の比較を Fig.5-40-4 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.5-40-1 イメージング 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.5-40-2 表面位相（下図補正後）     Fig.5-40-3 表面位相（下図補正後） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.5-40-4  空間分解能比較 
 
加振距離 63 mm にて位相補正後の波数合成を行う際の初期位相項は－16 °となった。 
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加振点～計測対象物間の距離を 62 mm としたときのイメージング図を Fig.5-41-1、－ドッ
プラ成分における寒点表面の信号位相と補正後の位相を Fig.5-41-2、＋ドップラ成分におけ
る寒点表面の信号位相と補正後の位相を Fig.5-41-3、位相補正後において波数合成を施した
際の空間分解能の比較を Fig.5-41-4 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.5-41-1 イメージング 
 
 
 
 
 
 
 
  
Fig.5-41-2 表面位相（下図補正後）     Fig.5-41-3 表面位相（下図補正後） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.5-41-4  空間分解能比較 
 
加振距離 62 mm にて位相補正後の波数合成を行う際の初期位相項は－176 °となった。 
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加振点～計測対象物間の距離を 60 mm としたときのイメージング図を Fig.5-42-1、－ドッ
プラ成分における寒点表面の信号位相と補正後の位相を Fig.5-42-2、＋ドップラ成分におけ
る寒点表面の信号位相と補正後の位相を Fig.5-42-3、位相補正後において波数合成を施した
際の空間分解能の比較を Fig.5-42-4 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.5-42-1 イメージング 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.5-42-2 表面位相（下図補正後）       Fig.5-42-3 表面位相（下図補正後） 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.5-42-4  空間分解能比較 
 
加振距離 60 mm にて位相補正後の波数合成を行う際の初期位相項は－12 °となった。 
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これらの結果より 5つの計測のうち 4計測が波数合成に用いる最適初期位相項が 16 °以
内になることが確認できた。2-5 で理論した、加振波の計測開始地点の複素数を除算し、加
振波の基準とみなすことで、加振波長と加振点～計測対象物間の距離に依存せず初期位相
項 𝜑＝0 とみなせることが確認できた。 
先行研究の課題となっていた「初期位相項の決定法」であったが、加振波の位相補正を行
うことで、この課題を解決することが出来た。 
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第 6章 結論 
本章では本研究の結論、今後の課題について述べる。 
 
6-1結論 
本研究は送信ノイズの低い発信器を出力とした新計測システムにおいて、空間分解能向
上の検証を行った。この実験の大きなテーマとなるのが「最適初期位相項がゼロにならない
問題の解決」であり、加振波の波長と加振距離から最適初期位相項の問題について検証する
ことを目的としている。 
第 1 章は緒論であり、イメージング技術における現行の手法、本論文で提案する加振ドッ
プラ計測による超解像イメージング手法について述べた。 
第 2 章は加振ドップラ計測による超解像イメージングや初期位相項における加振波の位
相と加振点の距離における関係、その基本原理について述べた。 
第 3 章では、実験的な検討を行うために構築した計測システム、装置概要について述べ
た。実験的な検討を行うために、計測システムの構築し、構築した計測システムのダイアグ
ラム、タイミングチャート、使用した機器についてまとめた。 
第 4 章では、使用したシステムや装置についての特性等について述べた。基礎実験とし
て、使用する超音波トランスデューサの PSF の計測を行い、その実験方法、結果について
まとめた。また、使用するシステムのセンシング波変調ならびにドップラ信号について述べ
た。また、加振計測時における S/N 比の確保もテーマであったため新計測システムの各部
位におけるダイナミックレンジにてシステムの S/N を示した。 
第 5 章では加振を行った際の波数領域のシフトの確認、その際の位相変化についても検
証した。計測対象物をスキャンした際において、加振を行うことで空間分解能向上の検証を
行った。最後に加振ドップラ信号に対し、計測開始地点を仮想的な加振点とみなすような、
位相の補正を行うことで、波数合成に用いられる最適初期位相項が加振波長や加振点～計
測対象物に依存せずに、ゼロとみなせることを実験的に確認した。また、空間分解能が向上
することも実験的に検証することが出来た 
 
6-2 今後の課題 
今回の実験を通して見つけることが出来た課題が次のとおりである。 
 
・加振波の波長が変化 
計測対象物における加振波の波長が計測によって微小に変化することがある。大きくて
も 0.07 mm 程度ではあるが、加振波の速度、加振計測時における波数領域のシフト量など
において変化してしまう。これらは計測環境が同じであれば、一定であることが望ましい。
このような原因は加振対象物となる寒天の温度の変化などが上げられる。 
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・本計測手法を利用したアプリケーションの検討 
本論分では加振ドップラ計測による空間分解能向上手法の実証を主目的としている。そ
のため、計測手法を利用したアプリケーションの検討や、応用方法の検討が今後必要である。
上記したが、現在は加振ドップラ計測の行える環境に制限があり、今後の検討要因が多いた
め本論文中ではアプリケーションの検討にはいたっていない。 
 
・加振波の反射による寒天表面の位相変化 
本計測では加振ロッドからの直達波からのずり弾性波のみ考慮しており、寒天の容器、即
ち別の壁の反射からのずり弾性波による寒天表面の位相変化は全く考慮していない。この
問題を解決するには、寒天の面積を広げるなどの対策が必要である。 
 
・加振波の振幅の増大による式の変化 
第 2 章の式（2-7）において加振振幅が十分小さく、2𝑘𝑢𝛿 ≈ 0である場合のみ、
𝐽|𝑛|>1(2𝑘𝑢𝛿) ≪ 𝐽1(2𝑘𝑢𝛿) = 𝑘𝑢𝛿が成立する。しかし、加振ロッドの押し付け具合により寒天
表面の加振の振幅は強くなるため 2𝑘𝑢𝛿 ≉0 となり、十分小さい時に無視していた高次項に
ついても考慮しなければならない。そのためある程度の押し付けすぎにも注意しなければ
ならない。 
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